
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

地域名
（農林業センサスにおけ
る地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

江刺　根岸男石沖地区

（沖、根岸、男石）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年12月5日

（第１回）

【根岸】
・農業者の高齢化が進み管理困難となる可能性がある。後継者不足も問題となっている。
・集積については、担い手も手一杯になってきている状況。
【男石】
・農業従事者の年齢上昇により離農・規模縮小が進んでおり、農地集積を進める個人担い手も飽和状態となっ
ている。
・高収益作物（野菜・果樹）については、年齢や労働力不足といった面から規模拡大が難しいほか、取り組める
農業者が限られている。
・農畜産物の価格低迷と生産費の上昇による農業所得の低下により、再生産価格が確保できていない。
・５年水張り要件（R4～R8）により交付金対象外水田の増加と併せ、耕作放棄地が増加することが懸念され
る。
【沖】
・中山間地域の中でも中間農業地域にあたり平地農業地域、農業振興地域と恵まれた地域で、圃場整備は実
施されたが、一人当たりの耕作面積が少なく農業収入に頼るよりは、他の職業から収入を得ている兼業農家
が多く存在し、農地集積を進める担い手も飽和状態となっている。
・農業者全体が高齢化や後継者の目途がたたない方も半数以上おり、管理困難となる可能性のある農地のさ
らなる増加や耕作放棄地の増加が懸念される。
・農業に関わる方の高齢化や減少、耕作地の規模縮小・離農、急速な住宅地化、世帯数（537世帯）と人口増
（1,369人）は、農業を取り巻く環境（ヘリ防・草刈り等）に大きな影響を与えている。

【地域の基礎的データ】
・法人：３法人、集落営農組織：１組織、個人担い手：２経営体
・主な生産品目…水稲、大豆、果樹、野菜（きゅうり等）　など

参考様式第５－１号

奥州市長　倉成　淳
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令和6年12月6日



（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方

・中山間地域等直接支払の対象農用地を含む農振農用地内農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行
われる区域とする。（根岸、沖）
・上記区域と住宅地等との間にある小区画の農地は保全・管理を行う区域とする。（沖）
・農振農用地を含む基盤整備事業の対象農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、そ
の区域と住宅地等との間にある小区画の農地は保全・管理を行う区域とする。（男石）
・耕作が難しい区域又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。（根岸）

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 121.1

121.1

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

【根岸】
・引き続き水稲を主要作物として耕作をし、転作についてはキュウリ等の野菜栽培を行い、耕作地の継続的な
利用維持を行う。
・今後も中山間地域等直接支払制度に取り組み持続的な農地の保全に取り組む。
・将来については、当面の間、現状のままで進み、話し合いを継続しながら進めていく。
【男石】
・農地の集積・集約化:　農地の利用を効率化し、農業経営の基盤を強化するために、農地の集積・集約化の
推進を図る。これにより、農業生産性の向上と持続可能な農業経営の実現を目指す。
・デジタル技術の導入:　スマート農業技術やデジタルツールを活用し、農業生産の効率化と精度向上を図る。
これにより、労働力不足の解消や生産コストの削減が期待できる。
・持続可能な農業実践:　環境保全と持続可能な農業を推進するため、特別栽培や循環型農業などの取り組み
の強化を図る。これにより、地域の自然環境を守りながら安定した食料供給を目指す。
・地域コミュニティとの連携強化:　地域住民や自治体、企業との連携を強化し、地域全体で農業を支える仕組
みを構築する。これにより、地域社会全体で農業の課題に取り組み、共に発展していくことが可能となる。
【沖】
・引き続き水稲を主要作物としつつ、耕作地の継続的な利用、維持管理を図る。
・営農組合を中心に、地域一体（非農家も含めた）の共同保全活動や農道・水路の草刈り等の保全管理を適
切に取り組む。
・農地維持活動や地域資源の適切な保全管理などの推進活動を農家組合が中心となって、多面的機能が適
切に発揮できるように取り組む。
・ＪＡ江刺や土地改良区、農業委員会等との連携強化や地域住民や自治体との連携を強化し、地域全体で農
業を支える仕組みを構築する。これにより、地域社会全体で課題に取り組み、共に発展していくことが可能とな
る。

区域内の農用地等面積



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

・認定農業者や新規就農者など地域内外から多様な経営体を確保するため、ＪＡ江刺や県・市などの関係機
関に相談しながら農作物の栽培技術の継承を行っていく。（根岸、男石、沖）
・多様な経営体の確保・育成のため、地域特性に応じた支援策の導入、技術革新の支援、若手農業者の育
成、経営多角化の促進を検討する。（沖、男石）

（１）農用地の集積、集約化の方針

・営農を続けていく農地においては、簡易な基盤整備による区画拡大のほか、暗渠排水等を行い、営農の効
率化を図っていく。（根岸、沖）

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

・離農等が生じた時は、集積等を検討し農業委員会及び農地中間管理機構等に相談をする。（根岸）
・基盤整備実施済み地域については、促進計画の目標に沿った集積・集約化を進める。また、離農や規模縮
小が生じた場合は、近隣の農業者や担い手、関係する各方面と調整して、農地中間管理機構を通じた十分な
話し合いを進める。（沖）
・農地の分散状況の改善：農地の分散を改善し、農地を引き受けやすくることが重要であり、将来、離農や規
模縮小により生じる遊休農地を、地域内の話し合い等により集積・集約を図り、農業委員会や農地中間管理
機構を通じた貸借を進める。（男石）
・スマート農業技術の導入:　農地の集約・集積や基盤整備を進めることで、スマート農業技術の導入する障壁
が低くなり、一体的な運用が可能となることから、作業効率が向上し、遊休農地の発生防止や持続可能な農業
経営を図ることができる。（男石）

・農業委員会及び農地中間管理機構を活用していく。（根岸）
・個別で管理困難となった場合は、原則として農地中間管理機構を活用し、段階的に農地を集約化することで
効率的な農地利用を促進する。また、各関係機関との連携を強化し、基盤整備や条件整備を進め、耕作放棄
地の解消を目指す。（沖）
・地域内の分散農地を集約し、担い手に貸し付けることで効率的な農地利用を促進する。基盤整備や条件整
備も行い、耕作放棄地の解消を目指す。（男石）

①イノシシやシカなど有害鳥獣による被害が拡大しないよう、山林と隣接する耕作不利地・放棄地等を緩衝帯
にし、農作物の被害抑制を図る。また、被害が甚大なエリアにおいては、電気柵や防護柵の設置を検討する。
（男石）
②主食用米の栽培は、農協の指導を受けながら、特別栽培（減農減化）の栽培方法を堅持し、市場評価を持
続するように取り組む。（根岸、男石、沖）
③ヘリ防やドローンによる防除作業、肥料散布等を時代に沿ったスマート農業を推進し、作業効率化を図るよ
うに取り組む。（沖）
⑦多面的機能保全活動組織等により、農用地、水路、畦畔、農道等の定期的な点検や維持保全作業等を行
い、地域保全を進める。（根岸、男石、沖）

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④輸出

⑧農業用施設 ⑨その他

⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】


